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『格差社会 が問題なのか』

楠木俊詔(2006) (岩波書店)

今日､マスコミのレベルでも学術レベルでも､格差

の問題が大きく取り上げられ､熱い議論が展開されて

いるQ格差について論ずるおびただしい書物が刊行さ

れ､今年度の日本財政学会でもこの問題がテーマとな

り､格差について隠さず討論されたQ

本書は､所得格差について､その現状･憂国･それ

が引き起こす結果･格差拡充への処方毒というように､

論ずべき主要なポイントを外すことなく､誠実にしか

も初学者にとっても読みやすく著された､当該問題の

罪-Å者亡の1人上京都大学大学院経済学研究科教

授･積木俊詔氏による熱い｢啓蒙書｣である｡

最初に､所得から見たわが国の格差の現状が述べら

れるQ格差の問題について論ずるとき､所得以外にも､

か空目こ経済分野に限ったとLても､消費や資産の不平

等を取り上げることも考えられる｡しかし､著者は,

消費や資産の格差が重要なテーマであることは十分認

識しっっも､これらについてはデータの不十分さや計

測の困難さから､今の段階では所得とくらべたとき､

まだ一般的ではないと判断しているo

市場経済のメカニズムでは､所得の分配はいわゆる

｢貢献原則｣により行われるo ｢貢献原則｣では各Åの

所得は､市場による経済活動への貢献度に応じて分配

される串が公平であるとされる｡ただし､この原則だ

けでは､生来的に稼得能力をもたない人､人生の途上

で何らかの事由により生活能力を喪失した丸などの生

活が保障されず,現代の多くの国家において､政府に

よる所得の再分配が制定柁されているoわが国では､

憲法第25条の基本的生活権の保障の理念に基づき､各

種の再分配が実行されているo

所得の概念によって格差を議論するとき､ ｢再分配

前所得｣と｢再分配練所得｣を区別する必要があるが､

本書においては､主として後者が利用されるo前者か

ら租税と社会保険料を引き､これに各種の社会保障給

付額を加えたものが後者であるo後者のほうが､実際

に使える金額を表すので､生活実感にはより近い概念

といえようo

格差の測定にはジニ係数が用いられているo　ジニ係

数は,イタリアの統計学者ジニ　時, Gini)が開発し

た尺度で､累積人員と累積所得の関係から不平等産を

算出するものであるo係数の値は､完全平等すなわち

すべての構成員の所得が等Lいとき0,完全不平等す

なわちすべての所得が1人に集中するとき1となるo

このことから､計測されたジニ係数の値が大きいほど

分配の格差が大きいことが分かるo

著者は各種のデータの吟味から､ 80年代以降､わが

国の所得分配は確実に拡大していることを明らかにし

ている｡

わが国の所得分配の不平等度は､諸外国と比較した

場合どのようになっているかも気になるところであるo

じつはこの点について､すでに1998年に同じ著者によ

る『日本の経済格差一所得と資産から考える-』 (岩

波書店)で､その時点ですでに日本はいわゆる一億線

申蕊社会ではなくなっており､ヨ～日ッパの主要国並

に不平等度が拡大していたことが指摘されている0

本書ではOECD (経済協力開発機構)が2004年末に

公表した調査結果を使って､不平等度の国際比較が行

われているo分析の結果､先進国の所得分配は①デン

マーク､スウェーデン､ j]tiウェイなど北欧諸国を中

心とした｢平等性の高い国｣､ ②プラyスやドイツな

どヨーロッパの｢中程度の国｣および③ポルトガル､

イタリア,アメリカなど｢不平等性の高い国｣に分類

できることが判明したoそLて日本は実に､この③の

ぎ]Li-プに分類されるというのであるo

著者は､わが国の不平等度の大きさががアメリカや

イギリスのような国々に接近Lっっあるのは､わが国

の政治家や企業Åなどの間に､それらの国の支配的な

思想原理である新自由主義の考え方に親近感を抱く傾

向が強まっていることも要田に挙げられると判断して

いるo新自由主義の思想では､競争原理に基づく市場

の効率的資源配分のメカニズムが重視され､結果とし

ての分配の不平等は｢自己責任｣の名の下に､等閑に

付されがちだとするめが著者の見方であるQ

格差の問題を深刻にさせる要因の1つに貧困の存在

があるo業際,長者番付に記載された面々の間で､所

得格差が拡大したとしても､それが政治責任として厳

しく糾弾されるような事態に至ると猛者見にくいo
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賓圏の問題は2つの定義から検討される0 1つは

｢絶対的貧困｣と呼ばれるもので､これは本書では

｢各家計がこれ以下の所得だと食べていけない､生活

できない｣貧困と定義されるo絶対的貧困の推移は､

生活館護受給世帯数から知ることができる｡これは96

年で61万世帯､ 2004年で100万世帯､ 2005年で105万世

帯と確実に増加している｡飴の1つは｢相対的貧困｣

で､ ｢その国の平均的な所得(より正確には中位所得

(中略))の50%以下の所得しかないÅ｣が糞国賓と定

義されるo　このような定義を採れば､国ごとの生活水

準とは独立に,客観的な国際比較が可能となる｡

OECDの調査によれば､国民のうちの貧困者の割合を

示す貧困率は,加盟国中､日本は高い方から第5位の

15.3%と､驚くべき数値を示しているQ

経済格差がこのように拡大してしまったのは､いか

なる要因によるものであろうか0本書においては､次

のような要因が､格差の拡大をもたらしたと指摘され

ている｡

①　長期不況による失業の増大

③　非正規雇用(Jヾ-トタイマー､雇用期限付労働､

派遣労働)の増大

③　貸金決定の分権化

③が格差拡大の要因となるのは,次の理論的経緯に

よるoすなわち､かっての春闘のように賃金を産業ご

とに一律に決めるのでなく､各企業が個別に従業員の

賃金承準を決めるようになったo　これにより､同一産

業内でも各企業の業績により､賃金支払い能力に差が

生じるo　また､同一企業内においても､年功序列的賃

金支給方式が見直され､個人間の成果による格差がみ

られるようになったQ　これらに加えて､企業の地域間

格差にも拡大傾向が指摘される｡
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格差拡大の何が問題となるのだろうかo著者は中泉

前首相の国会での発言｢格差はどこの社会にもあり､

格差が由るのは悪いことではないム｢成功者をねたん

だり､能力あるものの足を引っ張ったりする風潮を慎

まないと社会は発展しない｣という発言を取り上げ,

格差拡大がもたらす次のような間覇を指摘しているo

①　あま空目こも低賃金率に抑えられている労働者が労

働意欲を失ってしまうと,日本経済の活性化にとっ

てもマイナス要因となる｡

③　失業が存在することは人的資源を有効活用してい

ないことであり､ Å的資源をムダにしていることに

なる｡

⑨　犯罪の可能性が増え,社会を不安定にするo

④　貧困者の増大は公的援助という形で社会の負担を

増やしてしまう｡

わが国では､本書の立場とは逆に､行政改革･財政

改革を通して､ ｢小さな政府｣の方向へ舵が切られて

いるo巨額の財政赤字､少子高齢化がもたらす医療･

年金事介護などの制度維持のための国民負担率の増加､

公費の無駄遣いや不効率な支出が政府に対する国民の

不信感を高め､ ｢民にできることは民に｣という主張

に少なからぬ国民が支持を与えているのも事実であるo

本書は､このような閑適に本気で取り組んでみよう

とするÅへの､恰好の手がかり･足がかりとなってい

るoただ,格差問題への関心の国民的高まりが､当蕎

問題についてのトップレベルの論者とそうでない人た

ちとの間の､印税収入の格差を拡大してしまっている

のは皮肉であるo
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